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8年度の経済見通しと経済運営の基本的態度

平成8年1月22日

間　議　決　定

ｔ．平成7年度の我力嘔旗済と国醇経済情勢

（1〉平成7年度の我力嘔経済

我が国経済は平成5年10月に景気の谷を迎えて以来、緩やかながら回復を続けてきたが、7年1月の

阪神・淡掩大震災、．3月以降の急激な円高、米国田和ト一時的減速等の影響もあり宕凱一動きがみられる

ようになり、年半ばからは景気は足踏み状態となった。こうしたなカ＼雇用情勢については厳しい状況

が続いている。

この間、政府は、7年4月の緊急円高・経済対策及び6月の同対策の具体化・補強策の決定を行うと

ともに、円高是正を図ってきた。また、公定歩合の引下げ等の金融紺ロにより市場金利が史上最低水準

となっているなかで、9月には、過去最大蜘操の経済対策を決定し、12月には、榔†画を策定した
．一

はカ＼住専問題の処理方策を決定するなど、これまで切れ目なく適切な経済運営に努めてきた。さらに、

年度末までに規制陸相街軍†画の改定を行うこととしている。

この結果、これまで公共投資の増加とともに、個人消費や民間設備投資に緩やかな回復傾向がみられ

るようになっており、平成7年度の我が国経抑ま、国内融盛の実質成長率が1・2％程度になるなど

別添の主要階酎旨棟平成7年度の欄のとおりと見込まれる。

佗　我が匡経済を取り巻く国艶随済情勢

次に、我わ嘔経済を取り巻く国割劃剤青勢をみると、世界経済は、一郎先進国の樋抑こ減速がみられ

たが、全体として拡大基調を維持している。米国経済は7年前半に大幅に減速した後こ　7年半ばから回

復の方向にある。西ヨ一口ツ′唱遥冒国の景気拡大は6年に比べやや緩やかになっている。アジアは好調

な景気鑑大を続けている。

2．平成8年度の経済運営の基本的態度

以上の皐うな情勢を跨まえると、平成8年度の我が国経済においては、景気の回復を確実にし中長期的

な安定成長につなげていくため、全力を挙げて内需振興に努めるとともに、自由で活カがあり、同時に豊

かで安心できる経済社会の創造を進めるほカ＼内外情勢に的確に対応するため、引き続き行財政改革の推

進嘲嘔紗国禁的責任の遂行に努める必要がある。こうした観点から、平成8年度においては、以下の

点に重点を置いた経済遷宮を行う。
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山二鰯 嘘の醜 巳．　　　　　　　　 、・．ご一言雷来信扁∴ ∵∵∴㍉了予

民間需要主導の白 、 ・ロ　への移行を速軸、に実演すべく、亘需虹大を図るととも広嶺癖蕗 ‘・

′‾諸漂題に的確に対処する牢め、適切かつ機動的な経済運営に努める。r

如蜘 叫 平成8年度予算においても引き放き翠 に配酎 ・るとともにこせ な施粒 も葡鞠如

．年匿と細蜘 問 を刻酎‾るほカ＼公共投資の推進∴　　　 進軸 心 画 転 ・主地 盤

、．．及び煉遊改革等を図るための申4儲 掴呼びに失業なき労肘掛 項的創出の軸 細盛徳

・．ずる。また＼金融機関た皐る醜 由滑な供給を図り、不朗象権の融 に果由に取サ組むとともに、

・‾由喝 融匿噴虚し等を通じた鯛 辞網の促進等を図る諭 廟 画 廊 離 画 勲 功 晦 の措置

．一一．を許ずる。さらに1 引き郎 為替の安定を図るとともに 鰯蚊 柿 靴か、つ機動的に運営する。

．（2）．経済構造改革の推進 ・
グロ「ノ＿叩ゼや ・ヨンの進展等懲跨まえこ抑 動きを醜 約時　 、 ・ま内需主導型の

・噂 にづなげていかね信暗らない声 の料 、却 廟 、・産業の将来嘩 ける不靭時靭臆し、国

内産業由空洞化等の恋 I嘩 切た対応するとともに、包由で活力ある細粒会を創臨す畠ため、市場メ

カニ木ム仕碗味 一一新規産業の創出郵こ奉り礎湾横澤改革を推酎 ・るふ

1具体的には、．．主嘲 としも 班輌 劉嘩癖 蝶の推私＿高士スト触 正・活肘ヒのた

め申行動計画の噂 を国手とともに、．ベンチャー企業等書中ける支援を行う。また発露勤紅）整騰とし

、て人材の潮駄 科蜘 臥 情報通信の識如L r社会資本整備の推進を図るととも‾に、飽全で活力

‘・朝 会効ジス亘 の構築を図る。：

矧「国戌生活の充実

．少事・甲　　 頑 、杜恕沐整痛や良質な住宅ストック聯細立ち卸 し‘岬 脚癖 癖 在や

l姜　　　 頭墳閏題等を背景に、国民の間に抑 －岳欄 朝硝 しそ亘くた甑 ．豊か車 醸 きる由醜唾の創造

吏　　　　　　 ‾を図る。

具体的には、′主な施策として∴引き統き酎申・i細鵬 の復翠た努めるとともに、災草に執 、国づく

∴ ．り‘．畢ちづく＿りを輝 る。また、直接的に国民生活の質の向上に結び付くものへの配分の重靴 を隠

練しう？、公　　　 画の推進を図るとともに、ゆとりある＿8琵 僧 柳 城等畢図る薄 らに、

簑・　 一腰 臓臥‾競争政策の推細　　 の適切な実施を通じ七内外価組 の是正・勧 壕図る∴

㌣拭1㌫
i．こ婆
蜜一一　　　 一．（引 行財政改革の推乱　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 丁∫rこ．！デシ
貯日．
賢＿　　　 －・呼 脚 大きな釘かの由応力嘩 臥 簡菌瑚 勒 り国民の信頼を確保し得る行政を確立する

蔓　　　 ため、布拇蜂を喝 手長畢 坤 ま、廟 膵 臥地方分私 行鯛 報め公開等を推進する。
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また、我が国財政は、私巨額欄高を抱え、国債費の増大等により」段と深刺さを増してお

り、高齢化、社会軸国際的な責任の増大等に適切に対応していくためには公腫残高が累増しな

いような財政体質を作り上げることが必賢であり、歳出面で制度の根本までさかのぼった見直しや施策

の肋厳しい選択を行うことにより財政改革を推進する。

（5）匡際的役割め遂行

ノー世界繹済に占める我が国の費圧を果たすため、多角的自由貿易体制の維持・浄化を図り、政府開発援

助を含む資金協力等を通じで世界経済の持続的発展に貢献するとともに、市場アクセスの改善等により

珊和ある対外経済関係の形成に努める。特にアジア太平洋経済協力（APEC）においては、7年11

月に採択された貿易・投資の自由ヒ・円新旭紅舟こ経済・儀術協力からなる大阪搾財旨針を踏まえて、

我が国として欄†画の策定等を行う。

3．平成8年度の耗済見通し

（1）平成8年度の経済の動き

上記のような経済運営の下で、平成8年度においては、適切な財政・金楓経済構造改寒め実施

等により、民酎1次第に力を増し自律的回復に移行すると考えられる。

まず、個人消費については、金紗瑚旨紀の改善等により雇用宅所得の回如唄込まれる十訊供給面

での構造変化等により消費者物価が低い伸びにとどまるため、綾やかながら回復を続けていく。

次に民間設備投資については、大企業・蜘中心に始まった回復が中小企業や非製造業に広がっ

ていく。ただし、不動産価格の下落等バブノめ恕蜘影響が続く部門もあり、全体としてみれば過去

の回復局面よりやや緩やかな回復となる。

住宅酢蛸蜜も高水準を維持する。

聖網な海外意気を背景に輸出が紘大するものの、製品輸入功勧口等によりそれを上回る輸入の拡大が
．

見込まれるため、貿易・サービス収支及び経常収支の黒字はともに引き兢き減少する。

雇用情勢は厳しさが続くものの、景気の回復につれ徐々に改善していく。

佗）平成8年度の経済成長率等

このように、平成8年度の我め嘔脛済は、国内純生産の実質成長率は2．5，感度になるなど、おお

むね別醇の主要経済指標平成恩辱度の柵のとおりと見通される。
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別　添

1．国　内　総　生　産

主　要　経　済　指　橿

平成 6 年度

（実　 績）

平成 7 年度

‘（実績見込み）

平成 8 年度

（見通 し）

対 前 年 度 比 増 減 率

平 成 7 年 度 平 成 8 年 度

民 間 最 終 桐 賀 支 出

名目 ・兆円 名 目 ・兆円程度 名 百 ・兆 円程度 ％程度 ％種皮

2 8 6 ． 3 ・2 8 9 ． 4 2 9 7 ． 2 ｌ‥ 1 2 ． 7

民　　 間　　 住　　 宅 2 6 ． 2 2 4 ． 1 2 4 ． 1 △ 8 ． 3 2 ． 6

民　 間　 企　 葉　 設　 備 6 9 ． 6 6 9 ． 8 7 2 ． 3 0 ． 2 3 ． 6

民 間 在∴産　 品 増 加 0 ． 2 0 ． 7 1 ． 8 3 4 7 ． 3 1 5 0 ． 7

政　　 府　　 支　　 出 ．8 1 ． 0 9ノ2 ． 4 9 4 ． 1 6 ． 2 1 ． 8

最 終　 消 ．貴　 支　 出 4 6 ． 2 ． 4 7 ． 5 4 8 ． 7 2 ． 7 2 ． 6

固 定 資　 本 形 成 4 0 ． 6 4 5 ． 0 4 5 ． 4 1 0 ． 8 1 ． 0

財 貨 ・サ ー ど よ の 輸 出 4 4 ． 5 4 5 ． 1 4 8 ． 3 1 ． 4 7 ． 1

（控除 ）財貨・サー ビスの輸入 ・ こ3 5 ． 2 3 8 ． 5

！

4 2 ． 4 9 ． 5 1 0 ． 0

国　 内　 総　 生　 産 4 7 8 ． 6 4 8 2 ． 9 4 9 6 ． 0 0 ． 9 2 ． 7

（ 同 ・ 実　 質 ）
－ － － 1 ．＿2 2 ． 5

国　 民　 総　 生　 産 4 8 2 ． 4 4 6 7 ． 2 5 0 0 ． 1 Ｌ　 Ｏ 2 ． 8

く　 同 ・．実　 質 ） － － －
1 ． 3 2 ． 5

2．労．働・雇　用

平 成 6 年 度

（実　 続 ）

平 成 7 年 度

（実 親 見 込 み ）

平 成 8 年 度

（見 通 し）

対 前 年 度 比 増 減 率

平 成 † 年 度 平 成 8 年 度

総　　　　 人　　　　 口

万 人 万 人 程 度 万 人 程 度 ％ 程 度 ％ 程 度

1 2 ， 5 2 3 1 2 ． 5 5 5 1 2 ． 5 9 0 0 ． 3 0 ． 3

1 5 歳　 以　 上　 人　 口 1 0 ． 4 6 2 1 0 ． 5 3 0 1 0 ， 5 8 5 0 ． 6 0 ． 5

労　 働　 力　 人　 口 6 ． 6 5 0 ‘ 6 ． 6 7 5 6 ， 6 9 5 0 ． 4 0 ． 3

就　 業　 者　 総　 数 6 ． 4 5 5 6 ． 4 6 0 6 ， 4 6 5 0 ． 1 0 ． 4

雇　 用　 者　 総　 数 5 ． 2 4 3 5 ． 2 6 5 5 ． 2 9 5 0 ． 4 0 ． 6

ー4－

3．生　産　活　動

平 成 7 年 度

（実 績 見 込 み ）

平 成 8 年 度

（見 通 し ）

鉱 工 業 生 産 指 数 ・増 輸 率

％ 程 度

1 ． 1

，絹 渡

3 ． 5

農 林 漁 業 生 産 指 数 ・ 〝 △ 2 ． 8 △ 2 ． 4

国 内 貨 物 輸 送 くけ ・紬 ）・ 〝 1 ． 6 2 ． 7

国 内 旅 客 輸 送 （人 ・紳 ）・ 〝 1 ． 2 2 ． 0

4．物　　　価

平成 7 年度 平成 8 年度

く実績 見込み） （見通 し）

総 合卸 売 物 価 指 数 ・膿高率

邦程度 好程度

△ 0 ． 3 0 ． 1

消 費 者 物 価 指 数 ・　 〝 0 ． 0 0 ． 5

5．国　際　収　支

平 成 6 年 度 平 成 7 年 度 平 成 8 年 度 ．対 前 年 度 比 増 減 率

（ 実 績 ） （実 績 見 込 み ） （見 通 し ） 平 成 7 年 度 平成 8 年 度

貿 易 ・ サ ー ビ ス 収 支

兆 円 兆 円 程 度 兆 円程 度 ％程 度 ％ 程 度

9 ． 1 6 ． 3 5 ． 1 － －

貿　　 易　　 収　　 支 1 4 ． 1 1 1 ． 7 1 1 ． 5 － －

輸　　　　　　 出 3 9 ． 5 ．3 9 ． 6 4 2 ． 5 0 ． 3 7 ． 3

輸　　　　　　 入 2 5 ． 4 2 7 ． 9 3 1 ． 0 9 ． 9 1 1 ． 1

経　　 常　　 収　　 支 1 2 ． 4 1 0 ． 0 9 ． 7 － －

（備考）上妃の措計数は、現在考えら中る内外環境を前提とし、本文において表明されている経済運営の下で想定された平

成8年度の経済の姿を示すものであり、我が国経済は民間活動がその主体をなすものであること、また、特に国際環

境の変化には予見し難い要素が多いことにかんがみ、これらの数字はある程度の幅をもって考えられるべきである。
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参　考　資　料

第1真　実異国内総支出

対 前 年 度 比 増 減 率

平 成 1 年度 ・

（実説 見 込 み）

平 成 8 年 度

（見 通 し）・

ｌ

主

要

項

目

民 間 最 終 消 貸 支 出

％程 度

1 ． 4

，‘程 度

2 ． 3

民　　 間　　 住　　 宅 △ 8 ． 1 2 ． ‾2

民　 間　 企　 業　 設　 備 1 ． 8 4 ． 1

政　 府　 支　　 出 6 ． 1 1 ． 5

財 貨 ・サ ー ビス の 輸 出 ｚ． 9 ．

ｌ

5 ． 6

財 貨 ・サ ー ビ ス の 埴 人 1 0 ． 5 8 ． 2

国 内 線 支 出 （ロ 国 内 総 生 産 ） 1 ． 2 2 ． 5 －

う ち 内 需 寄 与 度 2 ． 0 ．
ｔ

2 ． 1

・外 需　 寄　 与　 度 △ 0 ． 7 △ 0 ． 2

国 民 総 支 出 （＝ 国 民 総 生 産 ） 1 ・ ．3 2 ． 5

第2表　国民所得

平 成 6 年 度

（実　 績 ）

平 成 7 年 度

（実 放 見 込 み ）

平 成 8 年 度

（見 通 し）

対 前 年 度 地 増 減 率

平 成 7 年 度 平 成 8 年 度

雇　 用　 者　 所　 得

兆 円 兆 円 程 度 兆 円程 度 ％ 程 度 ，‘程 度

2 6 9 ． 6 2 7 4 ． 0 2 7 ，． 2 1． 6 1． ，

財　　 産　　 所　　 得 2 9 ． 3 2 5 ． 7 2 4 ． 2 △ 1 2 ． 1 △ 5 ． 8

企　　 業　　 所　　 得 ． 7 4 ． 1 7 6 ． 9 8 0 ． 8 3 ． 8 5 ． 1

合　 材 ： 匡「 民 所　 得 3 7 2 ． 9 ・ 3 7 6 ． 6 3 8 4 ． 2 1． 0 2 ． 0



平成9年題の経済見通し

と経済運営の基本的態度

平成9年1月20日

経　済　企　画　庁



平成9年度の経靖見通しと経済運営の基本的態度

農芸1£20是1
1．平成8年度の我が国経済と国際柾刺青勢

ｔｌ）平成8年度の我が国経済

政府は、7年9月には過去最大規模の経済対策を策定するとともに、8年3月にＩ咄臓融漑十画

の見直しを行うなどの経済運営に努めてきた。さらに、6月には金融関連6法が成立し、住専処理をは

じめとする不良債権間曙の解決に前進がみられた。これらにより、平成8年度の我が国経済は、回復の

動きを繍ナており、そのテンポｌ胡餌功ゝであるものの、民間需要は堅調さを増していることから、民間

需要中心の自律的景気回復への基盤が整いつつある状況となっている。ただし、雇用情勢については、

改善しつつあるもののなお厳しい状況が続いている。

この結果、平成8年度の我が国経済は、国内総生産の実質成長率が2．5％程度になるなど別添の主

要経済指標平成8年度の欄のとおりと見込まれる。

（2）我が国経済を呵り巻く国際経済情勢

次に、我が国経済を取り巻く国際経済情勢をみると、世界経済は、全体として拡大基調が続いている。

米国経済は安定的に拡大している。酉ヨーロッパ経済は総じて緩やかに改善しており、一部では拡大が

みられる。アジア経済は、東アジアでは減速しているものの、総じて拡大を続けている。

（

2．平成9年度の経済運営の基本的態度

以上のような情勢を踏まえ、平成9年度の我が国経済においては、適切かつ機動的な産済運営を行い、

自律的な景気回復を実射－る。同時に、経済全体の効率性と柔軟性を高めるための経済社会の構造改革及

び行財政改革に取り組払また、豊かさを実感し、安心して暮らすことのできる経済社会の創造を進める

とともに、我が国の国際的責任の遂行に努める。これらにより持続的な成長への基盤を形成する。このよ

うな基本的認識の下で、平成9年度の経済運営の基本的態度は次のとおりとする。

（ｌ）自律的な景気回復の実現

民間需要は空調さを増しており、平成9年度においては民間需要主導の自律的な景気回復を実現する。

このため∴景気動向を屯鼠しつつ適切かつ梯動的な経済運営に努める。また、引き続き為替の安定を図

るとともに、金融政策については、内外の経済情勢を注視しつつ適切かつ機動的な運営を図る。

（21経済社会の構造改革の推進

グローバリゼーショ 等を踏まえ、我が国経済社会の効率性と柔軟性を高め、景気回復の動き
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を持続的な内需主導型の成長につなげていかなければならなｌヽ現在の状況を放置すれｌ£高コスト構

造の下での産業、雇用の空洞化、急速な高齢化の進展、著しい財政の蕃化が今後の国民負担の増大を招

き、社会・経済活力の低下をもたらすことが賠念される。こうした経済社会の構造的な閉塞状況を打開

するため、行政改革、財政構造改革、経済構造改革、金融システム改革、社会楓障構造改革を「肘軋

総合的に推進する。

経済構造改革については、ｒ経済構造の変革と創造のためのプログラム」に基づき、分野毎のニーズ

を踏まえた環境整備及び資金、人材、技術等の共通課堰への対応を通じて新睨産業の創出を図るととも

に、規制緩和、企業と労働に関する諸制度の改革等による国際的に魅力ある事業環境の創出等を図る。

また、経済計画ｒ構造改革のための経済杜会計軌及び同計画の中のｒ高コスト構造是正・活性化の

ための行動計画ｊを着実に実施する。現制の撤廃・緩和については、高度情報通信、物流、金臥土地

・住宅、雇用・労働、医療・福祉などの分野を中心に、また行政改革委員会の意見を最大限堵重←つつ、

規制緩和推進計画を再改定し、着実に実施する。さらに、競争政策を痍極的に推進する。

金融システム改革については、フリー、∵7ェア、グローノ専レの原師画っとり推進し、2001年までに、

我が国金融市場がニューヨーク・ロンドン並みの国際的金融市境として再生することを日批

さらに、経営基盤強化及び構造改革等を図るための中小企業対策並びに失業なき労働移動及び雇用創

出の支援等の雇用対策を拝ずる。また、ｒ科学技術基本計画」の実施を図る。

1

（3）行財政改革の推進

21世紀における国家賎能のあり方を見地えつつ、スリムで効率的かつ国民の信頼を確保し得る行政

を確立する。このため、地方分権、行政情報の公開等を推進する。

また、我が国財政は、現在、巨額の公旋残高を抱え、国債費の増大等により一段と深刻さを増してい

る。このため、ｒ財政馳封ヒ目標についてｊに基づき、国及び地方の一体となった取組みにより財政赤

字の縮減を図り、財政構造改革を強力に推進していくことが必要である。

財政構造改革元年の平成9年度においては、歳入面では、平成6年秋の税制改革の一頭として、消費
Ｊ

税率を3％から5％（地方消費税の創設を含む）に引き上げるとともに、現下の経済状況及び厳しい財

政事情を勘案し、所得税・個人住民税の特別減税は実施しないこととする。また、歳出面では制度の廃

止や抜本までさかのぼった見直しや施策の優先順位の厳しい選択による予算の重点化を行う。

（4）国民生活の充実

少子・高齢社会への不安、社会資本の整備や良質な在宅ストックの形成の立ち後れ、内外価格差の存

在や環境問題等の諸醍頓に対応し、豊かで安心できる経済社会を創造する。

社会保障については、ニーズの変化に適切に応えつつ、給付と負担の均衡がとれ、かつ、経済活動と

両立し寄る効率的な制度の確立に向け構造改革を進める。公共投資については、公共投資基本計画等を

踏まえて、国民生活の質の向上に直結する分野や次脚七の発展基盤となる分野への配分の重尉ヒを行う
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・とともに、各省の枠を越えた連携、建設費用の低減、費用効果分析の括用などを通じ、投資効果を高め

る努力を行いながら推進するこまた、ゆとりある住宅・住環境の形成を図るとともに、引き続き阪神・

淡路地域の復興に努め、災害に強い国づくり・まちづくりを推進する。

151国際的役割の遂行

世界経済に占める我が国の責任を果たすため、世界貿易機関（ＷＴＯ）を中心とする多角的自由貿易

体制の維持・強佃こ寄与するとともに、政府開発援助を含む資金協力等を通じて、世界経済の持続的発

展に貢献する。また、市場アクセスの改善等により調和ある対外経済関係の形成に努める。アジア太平

洋経済協力（ＡＰＥＣ）においては、ｒマニラ行動計画ｊを着実に実施に移すとともに、貿易・投資の

自由化・円滑化及び経済・技術協力の推進を車の両輪として取り組むｉ

3．平成9年度の経済見通し

の　平成9年度の経済の動き

上記のような経済連営め下で、平成9年度においては、消費税率引上げの影響等により年度前半は景

気の足どりは緩やかとなるものの、規制緩和などの経済構造改革の実施等と相まって、次第に民間需要

を中心とした自律的回復が実現されるとともに、持続的成長への途が拓かれてくると考えられる。

まず、個人消費については、雇用を巡る環境が改善することから雇用者所得の酎かな回復が持続す

．ると見込まれ、消費税率の引上げに伴う駆け込み需要の反動があるものの、総じてみれば緩やかな回復

を続けていく。消費着物肺は消費税率の引上げにより上昇するものの、近年の供給面の構造変化等によ

り基調としては安定的に推移する。

また、民間設備投資については、生産の増加や企業収益の改善による好影響が見込まれるとともに、

経済構造改革の動き等をにらんだ新たな投資機会も期待されることから、バブル崩壊の後遺症の影響が

続く部門もあるものの、全体としてみれば、大企業・製造業を中心に始まった回復が中′Ｊ、企業や非製造

業に広がりを見せるなど、増加陳向が続いていく。

住宅投資も駆け込み需要の反動はあるものの、高水準を維持する。

このように、生産、企業収益、所得などが相互に連鎖的に回復し、民間需要が軸となって経済全体を

緩やかにリードしていく姿となる。

他貌公需は、財政構造改革を反映して横ばいで推移する。

貿易・サービス収支及び経常収支の黒字は引き続き減少するもののそのテンポは緩やかとなる。

雇用情勢は厳しさが続くものの、景気の回復につれ徐々に改善していく。

（2）平成9年度の経済成長率等

このように、平成9年度の我が国経済は、国内総生産の実質成長率は1．9％程度になるなど、おお

むね別添の主要経済指標平成9年度の柵のとおりと見通される。
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1．国　内　総　生　産

主　要　経　済　指　標

平 成 7 年度　　 平 成 8 年 度 平 成 9 年 度 対 前 年 度 比 増 鋏象 率

く真　 鍋 ） ・‘（実 績 見 込 み ） く見 通 し） 平 成 8 年 度 平 成 9 年 度

民 間 最 終 消 費 支 出

名 声 ・兆 円 名 目 ・兆 円 程 度 名 目 ・兆 円 程 度 ％程 度 ％ 程 度

2 9 3 ． 5 3 0 0 ∴　9 3 1 0 ．・3 2 ． 5 3 ． 1

民　　　 聞　　　 住　　　 宅 2 4 ． 3 2 7 ． 2 2 6 ． 3 1 2 ． 0 ▲ 3 ． 5

民　 聞　 企　 業　 栓　 備 7 2 ． 3 7 6 ． 9 8 2 ． 4 ・ 6 ． 3 7 ． 1

民 間 在 庫 品 増 加 ． 1 ． 0 0 ． 9 1 ． 4 （0 ． 0 ） （0 ． 1 ）

政　　 府　　 支　　 出 ， 9 1 ． 4 9 2 ． 8 9 3 ． 9 1 ． 6 1 ． 1

最 終　 的 ＿費　 支　 出 4 7 ．．9 4 9 ． 5 ’ 5 0 ．． 3 3 ． 4 1 ． 6

固　 定　 資　 本　 形　 成 4 3 ． 3 4 3 ． 3
ｌ

4 3 ． 6 0 ． 1 0 ． 5

財 貨 ・サ ー ビ ス の 輸 出 4 6 ． 4 4 9 ． 8 5 2 ．． 2 7 ． 3 ・ 4 ． 7

（控 除 ） 財 貨 ・サ ー ビス の 輸 入 4 0 ． 3 4 8 ． 0 5 0 ． 5

ｌ

1 9 ． 0 5 ． 3

国　 内　 総　 生　 産 4 8 8 ． 5 5 0 0 ． 5 5 1 5 ． 8 2 ．．5 3 ． 1

（ 同　 ・　 実　 質 ）

1 － － 2 ． 5 1 ． 9

3 ． 1
国　 民　 総　 生　 産 4 9 2 ． 8 5 0 6 ． 6 5 2 2 ．－2 2 ． 8

（ 同　 ・　 実　 質 ）
－ － － 2 ． 8　 ． 1 ． 9

注）民間在庫品増加の（）内は国内総生産に対する寄与度

2．労　働・雇　用

平 成 7 年 度

（実　 損 ）

平 成 8 年 度

（実 績 見 込 み ）

平 成 9 年 度

・（見 通 し）

対 前 年 度 比 増 減 率

平 成 3 年 度 平 成 9 年 度

総　　　　 人　　　　 口

万 人 万 人 程 度 万 人 程 度 ％ 程 度 ％ 程 度

1 2 ， 5 5 0 1 2 ， 5 8 0 1 2 ． 6 1 0 0 ． 2 0 ，． 2

1 5 歳　 以　 上　 人　 口 1 0 ． 5 2 4 1 0 ． 5 8 5 1 0 ． 6 4 0 0 ． 6 0 ． 5

労　 顔　 力　 人　 口 6 ， 6 7 2 6 ． 7 2 0 6 ， 7 5 5 0 ． 7 0 ． 5

能 1 業　 者　 総　 数
6 ． 4 5 6 6 ． 4 9 0 6 ， 5 3 5 ・ 0 ． 5 0 ． 7

雇　 用　 者　 総 ， 数 5 ， 2 7 9 5 ， 3 3 5 5 ， 3 9 0 1 ． 1 1 ． 0

（
－4－

3．鉱土巣生産

率成 8 年度

（美顔 見込み）

平成 9 年度

（見通 し）

鉱 工 業 生 産 指 数 ・増減率

％程度

3 ． 5

％程度

3 ． 3

4．物　　　価

平 成 8 年度

く美 崩 見 込 み ）

平 成 9 年 度

（見 通 し）

国 内 如 充 物 価 指 数 ・騰 落 率

％程 度

▲ 0 ． 7

％程 度

1 ． 3

消 費 者 物 価 指 数 ・　 〝 0 ． 3 1 ． 6

5．国　際　収　支

平 戚 7 年 度 平 成 8 年 度 平 成 9 年 度 対 前 年 度 比 増 額 率

（ 実 鰻 ） （実 績 見 込 み ） （見 通 し ） 平成 8 年 度 平 成 9 年 度

貿 易 ・ サ ー ビ ス 収 支

兆 円 兆 円 提 度 兆 円 塩 度 ％ 程度 ％ 程 度

5 ． 9 1 ． 5 1 ． 3 － －

貿　　 易　　 収　　 支 1 1 ． 5 8 ． 4 8 ． 4 － －

輸　　　　　　 出 4 0 ． 9 4 3 ． 5 4 4 ． 8 5 ． 2 2 ． 9

輸　　　　　 入 2 9 ． 4 3 5 ． 0 3 6 ． 3 1 9 ． 1 3 ． 6 ・

経　　 常　　 収 ．　 支 9 ． 5 7 ． 0 6 ． 9 － －

（備考）上記の結計数は、現在考えられる内外環境を前場とし、本文において表明されている謹済遥昔の下で想定された平
成9年度の塵済の姿を示すものであり、我が国産溝は民間活動がその主体をなすものであること，また、特に国腺腐

・境の変化には予見し掛、要素が多いことにかんがみ、これらの数字はある程度の幅をもって考えられるべきである．

（
・一・5－



参　考　資　料

第1真　実節国内総支出

対 前 年 度 比 増 減 率

平 成 8 年度

く実 績 見 込 み ）

平成 9 年 度

（見 通 し）

主

民 間 最 終 消 費 支 出

％ 程度

2 ． 1

％ 程 度

1 ． 5

蔓 民　　 間　　 住　　 宅 1 1 ． 5 ▲ 4 ． 9

民　 間　 企　 業　 投　 備 7 ． 4 7 ． 1

項 政　　 府　　 支　　 出 1 ． 1 0 ． 1

財 貨 ・サー ビス の 輸 出 2 ． 1 5 ． 5

日 財 貨 ・サ ー ビス の 輸 入 7 ． 2 5 ． 9

国 内 総 支 出 （声 国 内 総 生 産 ） 2 ． 5 1 ． 9

うち 内　 詩　 寄　 与 度 3 ． 1 1 ． 9

外　 需　 寄　 与　 度 ▲ 0 ． 6 0 ． 0

国 民 総 支 出 く£ 国 民 総 生 産 ） 2 ． 8 1 ．．9

第2表　国民所得

平 成 7 年 度

（実　 績 ）

平 成 8 年 度

（実 績 見 込 み ）

平 成 9 年 度

（見 通 し）・

対 前 年 度 比 増 減 率

平 成 8 年 度 平 成 9 年 度

雇 ・ 用　 者　 所　 得

兆 円 兆 円 程度 兆 円 程 度 ％ 程 度 ％ 程 度

2 7 6 ． 3 2 8 2 ． 4 2 9 1 ． 0 2 ． 2 3 ． 0

財　　 産　　 所　 ∴　 待 ‘ ・ 2 6 ． 0 2 4 ． 1 ∴ 2 4 ． 6 ▲ 7 ． 3 2 ． 2

企　　 業　　 所　　　 得 7 7 ． 4 8 0 ． 2 8 2 ． ｇ 3 ． 7 3 ． 4

合　 計 ： 国　 民　 所　 得 3 7 9 ． 7 3 8 6 ． 7 3 9 8 ． 5 1 ． 8 3 ． 1

第3表　生産関係（除く鉱工業生産）

平 成 8 年 度

（実 損 見 込 み）

平 成 9 年 度

（見 過 り

農 林 漁 業 生 産 碍 数 ・増 減 率

％ 程度

▲ 1 ． 6

％ 程 度

▲ 1 ． 2
国 内 貨 物 輸 送 （トン・キり ・ ＩＩ 1 ． 5 2 ． 3
国 内 旅 客 輸 送 （人 ・寺。）・ Ｉ！ 1 ． 8 1 ． 5

ー6－
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